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移住・交流推進機構の概要

◆役員◆名称

移住・交流推進機構の概要

員

◇会長 島田晴雄

(千葉商科大学学長)

名

移住・交流推進機構

（JOIN：ジョイン）
◇理事 １３名

(県知事、法人代表者等)

◇監事 ２名

※Japan Organization for Internal Migration

移住･交流希望者への情報発信、
移住･交流のニーズに応じた地域サービスの普及を、

◇監事 ２名

◆事務局体制

官民が連携して推進することを目指して設立された
任意団体。平成19年10月に設立。
会員の会費により運営。

◆会員（平成２６年１月現在）

◇法人会員 ３９社

◆事務局体制

◇事務局長・事務局次長

◇スタッフ：官民出向者７名
◇法人会員 ３９社
◇自治体会員 ４３道府県

１,０８５市町村

茨城県、名寄市、大館市

富士通㈱、㈱ジェーティービー

㈱ぐるなび ㈱ＡＮＡ総研㈱ぐるなび、㈱ＡＮＡ総研
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自治体会員【 ４３道府県、１，０８５市町村 、２組合 】

平成26年1月現在

北海道 （142市町村） 青森県 （ 28市町村） 岩手県 （ 20市町村）

宮城県 （ 29市町村） 秋田県 （ 24市町村） 山形県 （ 35市町村）宮城県 （ 29市町村） 秋田県 （ 24市町村） 山形県 （ 35市町村）

福島県 （ 59市町村） 茨城県 （ 21市町村） 栃木県 （ 14市町村）

群馬県 （ 19市町村） 埼玉県 （ 11市町村） 千葉県 （ 24市町村）

新潟県 （ 28市町村） 富山県 （ 15市町村） 石川県 （ 16市町村）

山梨県 （ 17市町村） 長野県 （ 64市町村） 岐阜県 （ 33市町村）

静岡県 （ 34市町村） 愛知県 （ 7市町村） 三重県 （ 22市町村）静岡県 （ 34市町村） 愛知県 （ 7市町村） 三重県 （ 22市町村）

滋賀県 （ 14市町村） 京都府 （ 6市町村） 兵庫県 （ 16市町村・ 1組合）

奈良県 （ 16市町村） 和歌山県 （ 26市町村） 鳥取県 （ 17市町村）

島根県 （ 19市町村） 岡山県 （ 27市町村） 広島県 （ 17市町村）

山口県 （ 14市町村） 徳島県 （ 24市町村） 香川県 （ 16市町村）

愛媛県 （ 16市町村） 高知県 （ 19市町村） 福岡県 （ 31市町村）愛媛県 （ 16市町村） 高知県 （ 19市町村） 福岡県 （ 31市町村）

佐賀県 （ 9市町村） 長崎県 （ 17市町村） 熊本県 （ 36市町村）

大分県 （ 18市町村） 宮崎県 （ 13市町村） 鹿児島県 （ 43市町村・ 1組合）

沖縄県 （ 市町村）沖縄県 （ 9市町村）
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法人会員【３９社】
平成26年1月現在

（１）特別法人会員【１０社】
(株)ＡＬＭＡＣＲＥＡＴＩＯＮＳ (株)ぐるなび (株)ジェイティービー(株)ＡＬＭＡＣＲＥＡＴＩＯＮＳ (株)ぐるなび (株)ジェイティービー

(株)千修 全国賃貸管理ビジネス協会 (財)地域活性化センター

日本アジアグループ(株) 日本生命保険相互会社 (株)日本総合研究所

富士通(株)富士通(株)

(株)インテリジェンス (株)ＮＫＢ (株)ＮＴＴデータ

キサ ト(株) (株) (株)価値総合研究所

（２）一般法人会員【２３社】

エキサイト(株) (株)オレンジ・アンド・パートナーズ (株)価値総合研究所

(株)カンバーランド・ジャパン (株)ぎょうせい (株)共同通信社

近畿日本ツーリスト（株） (株)ジェーシービー (株)時事通信社

全日本空輸(株) 相互都市開発(株) 大日本印刷(株)

(株)ディスコ 東京急行電鉄(株) トヨタ自動車(株)

日本電気(株) (株)日本旅行 (株)ミサワホーム総合研究所

吉本興業(株) (株)ＬＩＮＫ

(株)エーピー (株)カルチャーアットフォーシーズンス NPO法人住んでみたい北海道推進会議

（３）地域法人会員【６社】

能登定住・交流機構 NPO法人ふるさと力 北海道旅客鉄道(株)
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事業全体図事業全体図
移住・交流希望者への

情報発信、サービス提供
自治体会員と法人会員との

マッチングによる新ビジネスの創造

① ＪＯＩＮホームページ（移住・交流ナビ）

① ＪＯＩＮホームページ（マッチングナビ）
② 東京交流会
③ 地方交流会
④ テーマ別交流会① ＪＯＩＮホ ムペ ジ（移住 交流ナビ）

② ＪＯＩＮ移住・交流＆地域おこしフェア

④ テ マ別交流会
⑤ 事務局のリアルマッチング支援
⑥ 会員向けセミナー
⑦ コラボ企画事業費助成事業
⑧ 新ビジネス創造研究委員会⑧ 新ビジネス創造研究委員会
⑨ 地域人材と法人会員との連携による

地域活性化の推進

① 「地域おこし協力隊」支援(募集、研修会)
② 「シニア地域づくり人」マッチング支援

総務省政策との連携

① 住宅支援（空き家バンク）
② 起業支援

移住・交流に関する
先進事例＆ノウハスの把握と共有化

② 域 く 支援
③ 「若手企業人地域交流プログラム」

マッチング支援

都市から地域 の移住 交流の推進

② 支援
③ その他移住全般
※当年度に入り、新たに実施している事業

都市から地域への移住・交流の推進
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JOIN ニッポン移住・交流ナビ（ト プペ ジ）JOIN ニッポン移住・交流ナビ（トップページ）
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「空き家バンク・住まい情報」（トップページ）「空き家バンク・住まい情報」（トップページ）

•平成26年1月22日現平成 年 月 現
在、全国285件の空
き家バンク情報（リ
ンク）を掲載
•掲載する情報（リ
ンク）は、原則とし
て掲載を希望する自
治体 依頼治体からの依頼に応
じたものとなってい
る
「空き家バンク•「空き家バンク・
住まい情報」トップ
ページの閲覧数は、
現在４万PV/月現在４万PV/月
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「空き家バンク・住まい情報」のリンク「空き家バンク・住まい情報」のリンク

•住宅関係の情報は、「空
き家バンク情報」と「自き家バンク情報」と「自
治体発信の住まい情報」
がある
•「空き家バンク情報」は•「空き家バンク情報」は、
自治体等が開設している
空き家バンクページに直
接リンクしている接リンクしている
•「自治体発信住まい情
報」は、新たに登録され
た空き家情報などが随時た空き家情報などが随時
更新される。
•これらの情報は、CMS
（コンテンツマネジメン
トシステム）により、自
治体等が独自に編集・管
理する仕組みとなってい
る。
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「空き家バンク・住まい情報」のリンク先「空き家バンク・住まい情報」のリンク先

•「空き家バンク情報」の例
（自治体等が開設している空き家

•「自治体発信住まい情報」の例
（自治体等が直接編集 追加した情報（自治体等が開設している空き家

バンクページに直接リンク）
（自治体等が直接編集・追加した情報
が掲載）
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「空き家バンク情報」掲載数「空き家バンク情報」掲載数

都道府県別の掲載数一覧表 （平成26年1月20日時点）

都道府県又
は広域での
サイトへのリ
ンク

自治体単位
のサイトへ
のリンク

都道府県又
は広域での
サイトへのリ
ンク

自治体単位
のサイトへ
のリンク

北海道 25 1 24 179 滋賀県 3 3 19

参考）市町
村数（特別
区を除く）

掲載リンク
数

参考）市町
村数（特別
区を除く）

都道府県名 都道府県名
掲載リンク

数

北海道 25 1 24 179 滋賀県 3 3 19
青森県 1 1 40 京都府 6 1 5 26
岩手県 3 3 33 大阪府 0 0 43
宮城県 2 2 35 兵庫県 5 5 41
秋田県 7 1 6 25 奈良県 10 1 9 39
山形県 6 6 35 和歌山県 8 1 7 30
福島県 3 3 59 鳥取県 4 1 3 19
茨城県 3 3 44 島根県 13 1 12 19
栃木県 1 1 0 26 岡山県 21 1 20 27
群馬県 5 5 35 広島県 10 10 23
埼玉県 2 2 63 山口県 9 9 19
千葉県 6 6 54 徳島県 4 4 24千葉県 6 6 54 徳島県 4 4 24
東京都 0 0 39 香川県 5 1 4 17
神奈川県 0 0 33 愛媛県 5 1 4 20
新潟県 10 10 30 高知県 4 1 3 34
富山県 10 10 15 福岡県 6 1 5 60
石川県 9 9 19 佐賀県 0 0 20
福 崎福井県 0 0 17 長崎県 2 2 21
山梨県 11 1 10 27 熊本県 6 1 5 45
長野県 18 1 17 77 大分県 10 1 9 18
岐阜県 7 7 42 宮崎県 5 5 26
静岡県 5 1 4 35 鹿児島県 6 1 5 43
愛知県 2 2 54 沖縄県 0 0 41
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愛知県 2 2 54 沖縄県 0 0 41

三重県 7 7 29 合計 285 19 266 1719



「自治体支援制度」に関する情報提供「自治体支援制度」に関する情報提供

•空き家バンク等での物
件情報のほか 住まい件情報のほか、住まい、
子育て、仕事などの分野
別に、自治体が実施して
いる各種支援制度の情報いる各種支援制度の情報
も提供している。
•住まいに関する自治体
支援制度の情報としては、支援制度の情報としては、
例えば、新婚世帯にたす
る家賃助成、中古住宅購
入時の改修費用助成など入時の改修費用助成など
の支援制度の情報が掲載
されている。
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自治体の空き家バンク運営状況・評価自治体の空き家バンク運営状況・評価

平成24年度に、JOIN会員自治体（1048自治体）を対象に、空き家バン
クの運営状況についてアンケ ト調査を実施し 634団体が回答クの運営状況についてアンケート調査を実施し、634団体が回答

①空き家バンクの設置状況①空き家バンクの設置状況

634団体中300団体（47.3%）が空き家バンクを設置

うち（市町村）自ら運営しているのは267団体

②空き家バンクを通じた年間成約件数
45%

50%
（％）

（回答対象 自ら運営している267団体）

約7割は年間（H23年度）の

成約件数が「5件以下」と回答 20%

25%

30%

35%

40%

成約件数が「5件以下」と回答

0%

5%

10%

15%

20%

0件 1～5件 6～10件 11～20件 21件～
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自治体の空き家バンク運営状況・評価自治体の空き家バンク運営状況・評価
③空き家バンクの運営状況 （回答数297）

登録件数については 約6割の団体が「とても不足している」と回答 「や登録件数については、約6割の団体が「とても不足している」と回答。「や
や不足している」とあわせると、9割近くの団体が不足と認識

登録地域、ニーズへの対応力も、7割近くの団体が不足と認識

1%2% 10% 26% 61%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

( )登録件数 1%

5%

2%

6%

10%

21%

26%

30%

61%

39%

(a)登録件数

(b)登録地域

1% 5% 23% 31% 40%(c)移住・交流者のニーズへの対応力

1：十分である 2：わりと十分である 3：どちらともいえない 4：やや不足している 5：とても不足している

（a）登録件数：全体としての件数は足りているか
（b）登録地域：ニーズのある地域を網羅できているか（b）登録地域：ニ ズのある地域を網羅できているか
（c）ニーズへの対応力：広さ・間取り、金額、新しさ、戸建て・マンションの別などが利用者のニーズに対応できているか

13



自治体の空き家バンク運営状況・評価自治体の空き家バンク運営状況・評価
④空き家バンクの課題（回答数 297）

多くの団体で 登録物件が少ないこと 改善 改修が必要な物件が多いこ多くの団体で、登録物件が少ないこと、改善・改修が必要な物件が多いこ
とが課題として挙げられている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

35%

34%

23%

28%

33%

40%

19%

26%

28%

16%

5%

7%

2%

1%

1%

(a)地域内の空き家の状況把握が不十分なため、登録数が少ない

(c)地域内に空き家はあるが、提供に応じない所有者もいるため、登録数が少ない

(g)入居前に水回りなどの改善、改修を行わないと入居しにくい物件が多い

15%

15%

14%

31%

39%

14%

39%

33%

23%

13%

13%

40%

2%

0%

10%

(f)安全性、快適性、賃料などの面で移住・交流者が住んでもいいと思えるような物件が少ない

(d)地域内において「空き家バンク」の認知度が低く、意義も十分に理解されていないため、地域で

の協力が得られず、登録数が少ない

(b)地域内の空き家の絶対数が少なく、登録可能な物件が少ない

9%

6%

5%

17%

18%

12%

29%

46%

32%

30%

23%

38%

15%

7%

12%

(j)ホームページ等における物件情報の更新が十分に行えない

(h)審査や現地調査の実施能力・スキルの不足により、登録可否の的確な判断が困難である

(k)人手不足等により、問合せ、相談等に迅速に対応できない

5%

3%

0%

18%

18%

1%

46%

34%

10%

27%

33%

32%

5%

11%

56%

(i)ホームページの認知度が低く、閲覧者が少ない

(l)現地調査の不足等により、問合せ、相談等に的確に対応できない

(e)運営を外部に委託しているため、所有者に登録をお願いする際に、十分な信用、信頼が得られ

ず、登録数が少ない

1：とてもあてはまる 2：ややあてはまる 3：どちらともいえない 4：あまりあてはまらない 5：全くあてはまらない1：とてもあてはまる 2：ややあてはまる 3：どちらともいえない 4：あまりあてはまらない 5：全くあてはまらない
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ＪＯＩＮの今後の展開ＪＯＩＮの今後の展開
ＪＯＩＮでは、現在、空き家バンクの運営状況、実績などについて、会員自治
体を対象としたアンケート調査を実施中（年度内に取りまとめ ＪＯＩＮホー体を対象としたアンケート調査を実施中（年度内に取りまとめ、ＪＯＩＮホー
ムページ上より公表予定）

信用力 強化（公的資金 受け ） 事業強化（事業規模 拡大） 般財団信用力の強化（公的資金の受け皿）、事業強化（事業規模の拡大）、一般財団
法人地域活性化センターとの連携強化のため、平成26年4月より、一般社団法
人へ移行予定

来年度、ＪＯＩＮホームページ『ニッポン移住・交流ナビ』の「空き家バンク
・住まい情報」をリニューアルを予定。住ま 情報」をリ ルを予定。
・自治体のリンク数の拡充
・移住・交流希望者の利便性を重視した画面デザインへの変更
・ 「自治体発信住まい情報」の表示項目の変更
（自治体担当者が入力する）管理画面の入力フォーマットの変更 等を検討
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